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（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年1月期第1四半期 4,940 3.6 377 131.6 253 6.0 189 89.3

2025年1月期第1四半期 4,770 1.0 163 67.9 239 111.4 100 －

（注）包括利益 2026年1月期第1四半期 136百万円（22.7％） 2025年1月期第1四半期 110百万円 （－％）

1株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
1株当たり

四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年1月期第1四半期 4.37 4.33

2025年1月期第1四半期 2.24 2.22

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年1月期第1四半期 13,101 5,028 38.2

2025年1月期 11,454 5,108 44.5

（参考）自己資本 2026年1月期第1四半期 5,015百万円 2025年1月期 5,096百万円

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年1月期 － 0.00 － 5.00 5.00

2026年1月期 －

2026年1月期（予想） 0.00 － 6.00 6.00

（％表示は、通期対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 22,500 11.3 1,650 12.0 1,600 8.4 900 15.8 20.71

1．2026年1月期第1四半期の連結業績（2025年2月1日～2025年4月30日）

（2）連結財政状態

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2026年1月期の連結業績予想（2025年2月1日～2026年1月31日）

（注1）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注2）当社は、年次での業績管理を行っておりますので、第2四半期（累計）の連結業績予想の記載を省略しています。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年1月期1Ｑ 43,459,482株 2025年1月期 43,459,482株

②  期末自己株式数 2026年1月期1Ｑ 13株 2025年1月期 13株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2026年1月期1Ｑ 43,459,482株 2025年1月期1Ｑ 44,771,323株

※  注記事項

（1）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料11ページ「2.四半期連結財務諸表及び主な注記（3）四半期連結財務諸表に関する注記

事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）をご覧ください。

（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（4）発行済株式数（普通株式）

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：無

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意

事項については、添付資料6ページ「1．当四半期決算に関する定性的情報（3）連結業績予想などの将来予測情報に関

する説明」をご覧ください。
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1．当四半期決算に関する定性的情報

（1）経営成績に関する説明

　当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、訪日外国人観光客の増加などを背景に、個人消費が緩やか

な回復基調を示しております。一方で、エネルギー価格や原材料価格の高止まり、地政学的リスクの上昇、為替

の変動といった要因により、企業活動を取り巻く環境には依然として不透明感が残る状況が続いております。

　海外に目を向けると、中国本土では景気回復の足取りが鈍く、不動産市場の停滞や雇用不安を背景に、個人消

費の持ち直しは限定的にとどまっております。特に若年層を中心に消費マインドが冷え込んでおり、小売市場全

体としても厳しい環境が続いております。

　こうした経営環境のもと、当社は企業理念である「日本発を世界へ」のもと、2024年3月に公表した中期経営計

画（2028年1月期を最終年度）に基づき、①人材・組織の強化、②実店舗の強化、③EC事業の強化、④商品力の強

化、⑤海外事業の強化、⑥M&Aの推進という6つの重点施策を軸に事業を展開しております。

　中期経営計画2年目である2026年1月期においては、2025年1月期に実行した収益基盤の強化を土台とし、国内で

は実店舗の積極的な拡大、EC事業における本質的な価値に基づく販売、海外事業ではリソースを一級都市に集中

させた展開を進めてまいります。あわせて、成長投資として海外展開の加速、新業態の開発、営業力の強化、労

働生産性の向上、為替リスク対策、資本コストを意識した経営を推進し、株主価値の最大化を目指してまいりま

す。

（売上高）

　当第1四半期連結累計期間における売上高は、4,940,822千円（前年同期比+3.6%）となり、堅調に推移いたし

ました。特に日本国内実店舗においては、引き続き旺盛なインバウンド需要に加え、新業態の出店効果も寄与

し、前年を大きく上回る実績となりました。一方で、EC事業は前年同月にヒット商品があった反動などから減

収となりましたが、自社ECは回復基調にあります。

　日本事業では、実店舗が前年同期比116.5％と大幅に伸長し、既存店売上も好調に推移いたしました。とりわ

け、インバウンド売上は同155.6％と急拡大し、実店舗売上の大きな牽引役となっております。業態別では、前

年下期にリニューアルを実施したCITY TOKYOが既存店前年比125.3％と顕著な伸びを示し、新業態のCONZや

RITAN、GOOD EDITIONの立ち上げも売上成長に貢献しつつあります。これら新業態については営業日数の関係か

ら当第1四半期における寄与は限定的であり、今後の寄与拡大が期待されます。

　海外事業については、為替の影響もあり既存店売上は日本円ベースで同105.2％にとどまったものの、現地通

貨ベースでは同121.3％と力強い成長を記録しております。また、3月には韓国ソウルに1号店を出店し、営業初

月で計画を大きく上回るスタートを切るなど、アジア地域における展開も順調に進んでおります。なお、2月は

春節に伴う物流の遅延により一時的に売上高を落とす場面もありましたが、3月には在庫入荷が回復し、当該影

響は解消されております。

　EC事業においては、全体では前年同期比92.3％と減収となりましたが、自社ECは同108.6％と前年並みまで回

復しております。これは、「値引き体質」からの脱却とブランド価値の維持を目的とした構造改革の一環とし

て、クーポンやタイムセールの抑制を継続していることによるものです。一方、ZOZOは前年同月にヒット商品

があった影響により、同84.9％と落ち込みましたが、想定内の範囲であり、自社ECの回復傾向が全体の下支え

となっております。

　今後は、季節ごとの商品構成見直し（シーズンMDの5期化）や、リアルタイムな商品供給体制の強化を通じ

て、さらなる需要取り込みを図ってまいります。引き続き、インバウンド需要への対応力強化と、海外新規出

店による販路拡大を両立させることで、成長基盤の拡充を進めてまいります。

（売上総利益）

　当第1四半期連結累計期間の売上総利益は2,691,106千円（前年同期比+13.7%)となり、売上総利益率は54.5％

（前年同期比+4.9%）と大幅に改善いたしました。

　この改善は、当社の中核である自社オリジナルブランド（UNITED TOKYO、PUBLIC TOKYO、CITY TOKYO）の販

売強化に加え、新たに展開を開始したCONZおよびRITANといった新業態の立ち上げが寄与したこと、加えて中国

事業が回復基調にあることなど、収益性を重視した販売戦略が奏功した結果です。
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　当社は今後も、ブランドポートフォリオの最適化とプライシング戦略の高度化を通じて、持続的な利益成長

を実現しまいります。

（販売費及び一般管理費、営業利益）

　販売費及び一般管理費は2,313,351千円（前年同期比+5.0%）となり、販管費率は46.8%（前年同期比+0.6%）

となりました。これは、将来の成長を見据えた積極的な新規出店の推進に伴う地代家賃および仲介手数料の増

加、ならびに販売力の強化に向けた人的リソースの確保によるものであり、戦略的な成長投資の一環です。

　これらの取り組みにより、営業利益は377,755千円（前年同期比+131.6%）と大幅に増加し、収益性と成長性

を両立した力強い業績改善を実現しております。

　当社は今後も、中長期的な成長ポテンシャルを見据えつつ、資本コストを上回る投資判断を継続し、収益力

の強化と株主価値の最大化に取り組んでまいります。

（営業外損益、経常利益）

　営業外収益は前第1四半期連結累計期間に比較して74,099千円減少し、11,005千円となりました。主な要因は

為替差益の減少によるものです。

　営業外費用は前第1四半期連結累計期間に比較して126,186千円増加し、134,804千円となりました。主な要因

は為替差損の増加によるものです。当社では、為替リスクへの対応として為替予約を活用しているほか、今後

さらに収益の変動を最小化するためのリスクヘッジスキームの多様化を検討しております。為替変動の影響を

適切にコントロールすることで、収益の安定性を高め、中長期的な企業価値の向上につなげてまいります。

　以上の結果、当第1四半期連結累計期間における経常利益は253,956千円（前年同期比+6.0％）となりまし

た。

（特別損益、税金等調整前四半期純利益、親会社株主に帰属する四半期純利益）

　特別利益・特別損失は、当第1四半期連結累計期間および前第1四半期連結累計期間において発生しておりま

せん。

　以上の結果、税金等調整前四半期純利益は253,956千円（前年同期比+6.0％）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は189,990千円（前年同期比+89.3%）となりました。

　純利益の伸長は、当社が進めてきた構造改革と高収益体制の構築が着実に実を結び始めていることを示すも

のであり、当社の中長期的な成長ポテンシャルと株主還元力の強化を裏付ける結果と考えております。

　なお、当社の2025年1月期におけるROEは14.6%となり、通常の算定に基づく理論WACC（11.1%）を上回ってお

ります。さらに、国際的な金利水準を織り込み、より保守的な前提で算定した現実WACC（13.6%）との比較にお

いても、依然としてプラスのスプレッドを維持しております。

　このように、当社は資本コスト（WACC）を上回る資本収益性（ROE）を持続的に確保しており、株主資本に対

して経済的価値を安定的に創出し続けております。これは、東京証券取引所が提唱する「資本コストを意識し

た経営」への実践的な対応であり、企業価値向上に向けた確かな布石であると認識しております。今後も、資

本効率のさらなる改善と株主価値の最大化に向け、継続的な取り組みを推進してまいります。
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Ⅰ．業態別売上高 （単位：千円）

業態

2026年1月期
第1四半期

連結累計期間
（自　2025年2月1日
至　2025年4月30日）

前年同期比
(増減率)

STUDIOUS 2,112,049 △3.6％

UNITED TOKYO 1,324,533 10.1％

PUBLIC TOKYO 732,546 △7.5％

CITY TOKYO 199,354 8.5％

THE TOKYO 426,392 △1.4％

CONZ 115,118 －

RITAN 42,349 －

GOOD EDITION 31,856 －

その他 △43,379 36.6％

全社合計 4,940,822 3.6％

Ⅱ．業態別売上高既存店前年同期比

業態

2026年1月期
第1四半期

連結累計期間
（自　2025年2月1日
至　2025年4月30日）

STUDIOUS 99.8％

UNITED TOKYO 111.9％

PUBLIC TOKYO 124.3％

CITY TOKYO 122.2％

THE TOKYO 84.3％

CONZ －

RITAN －

GOOD EDITION －

全社合計 115.6％

（補足情報）

（注）収益認識基準の影響額は業態別に区別せず、「その他」に含めて記載しております。
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Ⅲ．出退店及び店舗数

業態
2025年1月期
連結会計
年度末

2026年1月期
第1四半期

連結累計期間

2026年1月期
第1四半期
連結会計
期間末

出店 退店 増減 （改装）

STUDIOUS 37 3 － 3 － 40

UNITED TOKYO 18 － － － － 18

PUBLIC TOKYO 12 － － － － 12

CITY TOKYO 6 － － － － 6

THE TOKYO 7 － － － － 7

CONZ 4 － － － － 4

RITAN 0 3 － 3 － 3

GOOD EDITION 0 1 － 1 － 1

全社合計 84 7 － 7 － 91

　2026年1月期第1四半期連結累計期間における店舗展開については以下のとおりです。

■STUDIOUS業態

　「STUDIOUS TOKYO 表参道店」を出店

　「STUDIOUS ソウル店」を出店

　「STUDIOUS MENS 北京三厘屯店」を出店

■RITAN業態

　「RITAN 青山店」を出店

　「RITAN 新宿店」を出店

　「RITAN 自社EC店」を出店

■GOOD EDITION業態

　「GOOD EDITION 原宿店」を出店

　この結果、2026年1月期第1四半期連結会計期間末における店舗数は、STUDIOUS業態が40店舗（内、ECが3店舗）、

UNITED TOKYO業態が18店舗（内、ECが2店舗）、PUBLIC TOKYO業態が12店舗（内、ECが2店舗）、CITY TOKYO業態が6

店舗（内、ECが2店舗）、THE TOKYO業態が7店舗（内、ECが2店舗）、CONZ業態が4店舗（内、ECが2店舗）、RITAN業

態が3店舗（内、ECが1店舗）、GOOD EDITION業態が1店舗、の合計91店舗となりました。

　なお、実店舗は全77店舗となり、国内65店舗、海外12店舗となりました。

（注）連結子会社である東百国際貿易（上海）有限公司の第1四半期決算期末は3月末であり、当社の第1四半期決算

期末（4月末）とは1ヶ月の差異がありますが、本資料における出退店および店舗数は、2025年4月30日時点の

情報を記載しております。
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（2）財政状態に関する説明

（資産）

　当第1四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して1,646,843千円増加し、

13,101,640千円となりました。これは、主として売掛金が85,757千円、商品が870,567千円、差入保証金が

138,491千円、有形固定資産が365,167千円増加したことによるものです。

（負債）

　当第1四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比較して1,726,123千円増加し、

8,072,654千円となりました。これは、主として買掛金が898,234千円、1年以内返済予定の長期借入金が

366,743千円、長期借入金が435,839千円増加した一方で、未払法人税等が171,529千円減少したことによるもの

です。

（純資産）

　当第1四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比較して79,279千円減少し、

5,028,985千円となりました。これは主として、親会社株主に帰属する当期純利益が189,990千円増加した一方

で、配当金の支払により217,297千円、為替換算調整勘定が53,878千円減少したことによるものです。

（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想については2025年3月17日の「2025年1月期　決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予

想に変更はありません。

- 6 -

㈱ＴＯＫＹＯ ＢＡＳＥ　(3415)　2026年1月期　第1四半期決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年1月31日）

当第1四半期連結会計期間
（2025年4月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,669,294 3,693,688

売掛金 1,400,179 1,485,937

商品 2,895,420 3,765,987

その他 376,737 483,026

流動資産合計 8,341,632 9,428,640

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,277,010 1,362,468

工具、器具及び備品（純額） 99,916 117,461

建設仮勘定 2,452 91,886

使用権資産（純額） 32,659 205,389

有形固定資産合計 1,412,038 1,777,206

無形固定資産

ソフトウエア 23,450 35,552

ソフトウエア仮勘定 1,100 －

無形固定資産合計 24,550 35,552

投資その他の資産

繰延税金資産 108,373 60,867

差入保証金 1,350,094 1,488,586

長期貸付金 144,358 133,272

その他 73,747 177,514

投資その他の資産合計 1,676,574 1,860,240

固定資産合計 3,113,164 3,672,999

資産合計 11,454,796 13,101,640

負債の部

流動負債

買掛金 1,244,861 2,143,096

短期借入金 700,000 700,000

１年内返済予定の長期借入金 1,620,315 1,987,058

未払費用 456,666 510,989

未払法人税等 210,477 38,947

リース債務 61,427 88,969

契約負債 76,688 55,561

賞与引当金 71,505 28,160

その他 319,107 369,790

流動負債合計 4,761,049 5,922,575

固定負債

長期借入金 1,565,162 2,001,001

リース債務 － 127,508

資産除去債務 20,319 21,570

固定負債合計 1,585,481 2,150,079

負債合計 6,346,531 8,072,654

2．四半期連結財務諸表及び主な注記

（1）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2025年1月31日）

当第1四半期連結会計期間
（2025年4月30日）

純資産の部

株主資本

資本金 623,537 623,537

資本剰余金 607,537 607,537

利益剰余金 4,063,437 4,036,130

自己株式 △4 △4

株主資本合計 5,294,508 5,267,202

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △197,642 △251,521

その他の包括利益累計額合計 △197,642 △251,521

新株予約権 11,398 13,304

純資産合計 5,108,264 5,028,985

負債純資産合計 11,454,796 13,101,640
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（単位：千円）

 前第1半期連結累計期間
(自　2024年2月1日

　至　2024年4月30日)

 当第1四半期連結累計期間
(自　2025年2月1日

　至　2025年4月30日)

売上高 4,770,799 4,940,822

売上原価 2,404,902 2,249,715

売上総利益 2,365,896 2,691,106

販売費及び一般管理費 2,202,819 2,313,351

営業利益 163,076 377,755

営業外収益

受取利息 90 1,752

助成金収入 427 4,455

為替差益 82,550 －

その他 2,036 4,798

営業外収益合計 85,105 11,005

営業外費用

支払利息 7,375 10,612

支払手数料 999 －

為替差損 － 124,157

その他 242 34

営業外費用合計 8,618 134,804

経常利益 239,563 253,956

税金等調整前四半期純利益 239,563 253,956

法人税等 139,173 63,965

四半期純利益 100,389 189,990

親会社株主に帰属する四半期純利益 100,389 189,990

（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第1四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

 前第1四半期連結累計期間
(自　2024年2月1日

　至　2024年4月30日)

 当第1四半期連結累計期間
(自　2025年2月1日

　至　2025年4月30日)

四半期純利益 100,389 189,990

その他の包括利益

為替換算調整勘定 10,559 △53,878

その他の包括利益合計 10,559 △53,878

四半期包括利益 110,948 136,112

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 110,948 136,112

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

（四半期連結包括利益計算書）

（第1四半期連結累計期間）
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　　（税金費用の計算）

　　　税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

　　後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2025年1月31日）

当第1四半期連結累計期間
（2025年4月30日）

当座貸越極度額の総額 900,000千円 1,400,000千円

借入実行残高 700,000 700,000

差引額 200,000 700,000

（四半期連結貸借対照表に関する注記）

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

　　基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
（自  2024年2月1日
至  2024年4月30日）

当第1四半期連結累計期間
（自  2025年2月1日
至  2025年4月30日）

減価償却費 138,473千円 91,597千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　　　当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

　　連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（セグメント情報等の注記）

　　　【セグメント情報】

　　　Ⅰ　前第1四半期連結累計期間（自　2024年2月1日　至　2024年4月30日）

　　　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　　　Ⅱ　当第1四半期連結累計期間（自　2025年2月1日　至　2025年4月30日）

　　　当社グループは、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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